
（ １ ） 働き 方改革（ 業務改革） の推進

①事業のあり 方・ 進め方改革
「 やめる・ へら す・ かえる」 の視点に基づいた徹底し た業務改革の遂行

行財政改革方針2025の取組み状況
～令和４ 年度の主な実績と 実施目標の達成状況～

「 行財政改革方針2025」 では、 令和３ 年度から 令和７ 年度を計画期間と し て、 生産年齢人口が減少

し 社会情勢が大き く 変化する中、 市民が「 いつでも 、 どこ でも 、 早く 、 簡単に」 行政サービスを利用

でき るよう にすると と も に、 より 重要性が高まっ てく る相談業務を充実さ せるなど、 将来に渡っ て市

民サービスの維持・ 向上を目指す「 スマート 自治体」 の実現に向けて、 ４ つの重点項目と ５ つの実施

目標を定めています。 計画２ 年目と なる令和４ 年度の成果をまと めまし た。

１ ． 重点項目の令和４ 年度の主な取組み実績

事務事業の見直し

見直し 項目： 53項目、 事業費削減効果額： 約14億円

（ 事業費削減が令和５ 年度以降と なるも のを含む）

官民の役割分担の的確な見極め及び多様な担い手の確保

・ 学校園における保守点検、 修繕等の包括管理委託の導入

・ 磯上体育館、 港島南球技場における指定管理制度の導入

ペーパーレス化の推進

印刷枚数の実績： 79百万枚

令和３ 年度比： ▲6.0％

平成29年度※ 比： ▲47.3％

※働き 方改革（ 業務改革） 開始年度

消耗品調達システムの推進

消耗品のオンラ イ ン発注による発注事務の効率化と 支出事務の集約化

業務量削減時間数（ 推計） ： 約8,368時間、 発注件数25,104件

※令和３ 年12月以降の４ か月間の実績： 約977時間、 発注件数： 2,930件

電子契約システムの導入（ 令和４ 年６ 月～）

記名押印による契約書の作成に代わり 、 電子データ に電子署名を行う こ と で、

契約書の作成・ 送付にかかる労力・ 費用・ 時間及び取引先の印紙税を削減

令和４ 年度契約締結件数： 1,060件(契約数のう ち実績割合13％)

1



②スマート なワーク スタ イ ルの実現
時間や場所にと ら われない多様な働き 方の実現による生産性及び職員満足度向上

本庁１ 号館における庁内固定電話のモバイ ル化

・ モバイ ル電話端末配置数： 1,380台

・ 該当所属数（ 令和５ 年３ 月31日時点） ： 78所属（ １ 号館に入居し ている全所属）

在宅勤務・ フ レッ ク スタ イ ム制度の活用定着

・ 在宅勤務利用者数： 3,060人

令和３ 年度比： ▲1,005人

平成29年度比： ＋2,925人

・ フ レッ ク スタ イ ム利用者数： 2,479人

令和３ 年度比： ▲604人

平成29年度比： ＋2,433人

テレワーク 環境の継続運用

・ 小型・ 軽量の事務処理用PC配備拡大

小型軽量PC導入比率： 100％

令和３ 年度比： ＋９ ％

平成29年度比： ＋100％

・ 個人端末（ BYOD） の利用環境整備

【 参考】 時間外勤務の推移

月平均時間外勤務時間：
15.4時間／人

令和３ 年度比： ▲0.4時間／人
平成29年度比： ▲0.8時間／人

仕事と 子育ての両立ができ る環境づく り による男性育休取得率の向上

男性育休取得率※ ： 49.2％

（ う ち、 ３ か月以上取得者の割合： 38.1％）

令和３ 年度比： ＋12.4％

平成29年度比： ＋46.7％

※男性育休取得率：

当該年度に育児休業を新たに取得でき るよ う になっ た男性職員のう ち 、

当該年度中に育児休業を 開始し た者の割合

【 参考】 地域貢献応援制度
市職員が、 市民の立場で地域における課題解決に積極的に取り 組めるよう 、 報酬を得て
地域貢献活動に従事するこ と に関し 、 許可を行う 制度
申請実績（ 累計） ： 70件（ 平成29年度～） 令和４ 年度新規申請数： 25件

在宅勤務・ フ レッ ク スタ イム利用者数
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（ ３ ） 区役所改革（ 市民サービス改革）

近未来の区役所実現による市民の利便性向上と 業務効率化

（ ２ ） DX（ デジタ ル・ ト ラ ンスフ ォ ーメ ーショ ン） の推進

デジタ ル技術を 積極的に活用し た利便性の飛躍的向上と 新たな価値の創造

電子契約システムの導入（ 再掲）

消耗品調達システムの推進（ 再掲）

区役所手続き のスマート 化

令和４ 年度開始分： 10手続き

(国民健康保険高額療養費支給申請、 国民年金保険料免除・ 納付猶予申請、 敬老優待乗車証更新申請等)

郵送・ 電子申請の拡大及び事務処理の集約化

行政事務センタ ーの活用拡大

・ 全体処理件数： 約108万9,000件

令和３ 年度比： ＋約9万7,000件

平成29年度比： ＋約98万9,000件

・ 取扱手続数： 81手続

令和３ 年度比： ＋12手続

平成29年度比： ＋73手続

庁内データ 連携基盤の構築

・ データ に基づく 政策形成（ EBPM ） を推進するため、 蓄積し た行政データ を可視化し 、

庁内で安全に共有する仕組みを構築。
・ 神戸データ ラ ウンジの全庁公開(令和４ 年６ 月～)

ダッ シュ ボード 数 96件（ 35種類）
・ 神戸データ ラ ボ(市HP)で国勢調査を用いた全国版ダッ シュ ボード を公開(令和５ 年２ 月～)

電子申請プラ ッ ト フ ォ ーム
（ 神戸市スマート 申請システム： e-KOBE） の推進

申請・ 届出などの手続きをイ ンタ ーネッ ト から オンラ イ ンで行う こ と ができ るサービス
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（ ４ ） イ ノ ベーショ ンを創出する組織風土改革

時代の変化にスピード 感を も っ て柔軟に対応でき る組織運営と 人材の育成

庁内副業制度の試行実施（ 令和３ 年11月～）

職員の有する専門性の高いスキルを幅広く 活用し 、 所属の枠にと ら われず、 庁内のスキル
を必要と する業務を副業と し て担う 制度
（ 令和４ 年度マッ チング数： 13件、 副業実施職員32名）

庁内DX推進に向けた課⻑ 級職員の民間企業派遣研修の実施

派遣先： パーソ ルテンプスタ ッ フ ㈱

外郭団体の役割の継続的な見直し ・ 経営体質改善

・ (一財)神戸すまいまちづく り 公社と (株)OM こ う べを再編・ 改組（ 令和４ 年５ 月）

・ 外郭団体のガバナンス等の向上の継続

経営診断・ 共通内部通報窓口の設置・ 運用、

専門家紹介、 実践的な団体合同研修の実施等

経営診断： ２ 団体

独自研修： ６ 回（ う ち、 行財政局実施２ 回）

・ 外郭団体マネジメ ント 推進本部の運営

外郭団体抜本的な見直し 方針・ 外郭団体に対するミ ッ ショ ンの提示

・ 外郭団体の「 経営改革プラ ン」 達成の推進

兵庫・ 北神区役所における市民課・ 保険年金医療課業務の定型的な業務
の委託化

働き 方改革好事例の発信による横展開の支援

・ 庁内働き 方改革ポータ ルサイ ト の運用

・ 庁内の働き 方改革好事例や他都市の先進的な取組、 業務改革のヒ ント などを発信

遠隔相談の運用

西区役所⇔玉津支所において、 W EB会議システムを利用し た遠隔相談を実施

対象業務： 国民健康保険料の納付相談、

児童扶養手当の初回相談、

生活困窮者の初回相談
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➡ 10.７ ％削減（ R2年度比）
窓口発券機の発券数に基づく 推計

対象窓口： 市民課（ 証明書発行を除く ） 、

保険年金医療課

〇

行政手続き スマート 化

目標： 行政手続き スマート 化率※ 70％

➡ 52％
※スマート 化率

＝

◎

▲108人

財政の健全性維持

目標： 実質収支黒字の堅持、 適正な市債残高の維持

➡・ 実質収支： 11億2,700万円の黒字

・ 市債残高： １ 兆2,592億円

・ 財政健全化指標 実質公債費比率※1 ： 4.8 ％（ 早期健全化基準： 25％）
将来負担比率※2 ： 60.9％（ 早期健全化基準： 400％）

※1： 市債の返済額を 、 市の財政規模に対する 割合で表し た指標

※2： 市債など現在抱えている負債を 、 市の財政規模に対する 割合で表し た指標

◎

評価

（ 件数ベース）

評価 ◎…順調 ○…目標達成に向けて着実に推移 △…さ ら なる取り 組みが必要 ×…目標達成は厳し い

働き 方改革の定着

目標： 職員への浸透度を 毎年度向上

・ 自分の所属は職員から の提案を前向き に検討する雰囲気がある： 80.8％(＋1.5％)

・ 「 やめる・ へら す・ かえる」 こ と で業務量の削減を心がけている： 62.5％(▲0.8％)

・ 神戸市ク レド に沿っ た行動が出来ている： 86.3％(＋8.2％)

※職員意識調査（ 令和４ 年７ 月実施） 結果より 抜粋

〇

２ ． 実施目標の達成状況

実際にスマート 化し た手続き の総処理件数
スマート 化でき る 手続き の総処理件数
〔 推計値： 289万件（ 令和４ 年４ 月現在） 〕

▲16.7%

生産年齢人口の減少を見据えた組織の最適化

目標： 職員数750人削減

（ 水道局・ 交通局・ 教員を除く 11,970人を対象）

➡ 108人削減(累計213人)
一般職かつ常勤の職員数（ 実員） が対象

〇

＋7.1%
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